
『「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン」についてのＱ＆Ａ（厚生労働省）』 

 

【平成26年 9月 30日版】第6-問 21 

（答） お見込のとおり。                 担当：老健局振興課法令係 

 

 

【平成27年 3月 31日版】第4-問 3 

（答） 

1要介護認定等申請と同時に、基本チェックリストによりサービス事業対象者として総合事

業のサービスを受ける場合は、介護予防ケアマネジメントによるケアプランに基づきサー

ビスを利用するが、認定結果が要介護1以上となり、介護給付の利用を開始する場合は、

居宅介護支援事業所による居宅介護支援に移行することとなる。 

 

2 なお、月の途中までサービス事業対象者として総合事業のサービスを利用していた者が、

要介護 1 以上の認定結果の通知に伴い、居宅介護支援に切り替えた場合は、給付のルー

ルに準じて、月末の時点で居宅介護支援を行っている居宅介護支援事業者が給付管理票を

作成して提出することとし、併せて居宅介護支援事業費を請求することになる。また、こ

の場合の区分支給限度額管理は、地域包括支援センターと居宅介護支援事業者が連携を取

り合って行う。 

担当：老健局振興課地域包括ケア推進係 

 

 

 

問 21 ガイドライン案では「認定結果が出る前にサービス事業を利用した場合、認定結

果が要介護1以上であっても、認定結果の出た日以前のサービス事業利用分の報酬は、

総合事業より支給されるものとする」とあるが、この場合、同様のサービスを利用して

も、単価は認定前の暫定利用分については総合事業の単価で日割算定し、認定後の利用

分については介護給付の訪問介護・通所介護として算定することになるのか。 

問 3 要介護認定等申請と同時に、基本チェックリストによりサービス事業対象者として

介護予防ケアマネジメントを開始後、要介護1以上の結果が出た場合、同月内に介護給

付を利用するまでの地域包括支援センターが作成するケアプランと、認定結果に基づい

て、介護給付について居宅介護支援事業所が作成するケアプランの、2件存在すること

になると考えてよいか。また、その場合は、介護予防ケアマネジメント費と居宅介護支

援費をそれぞれ請求でき、支給限度額管理は、地域包括支援センターと居宅支援事業者

が連携を取り合って行うようになるのか。 



【平成27年 3月 31日版】第4-問 4 

（答） 

 要介護認定は申請日に遡って認定有効期間が開始し、また要介護者はサービス事業を利

用することができないため、サービス事業のサービスを利用した事業対象者が要介護1以

上の認定となったことにより全額自己負担となることを避けるため、介護給付の利用を開

始するまでの間はサービス事業によるサービスの利用を継続することを可能としている。 

お尋ねの場合、要支援認定申請と同時に、給付サービスである福祉用具貸与の利用を開

始しているため、申請日に遡って要介護者として取り扱うか、事業対象者のままとして取

り扱うかによって、以下のような考え方となる。 

 

①要介護者として取り扱うのであれば、事業のサービスは利用できないため総合事業の訪問

型サービスの利用分が全額自己負担になり、福祉用具貸与のみ給付対象となる。 

 

②事業対象者のままとして取り扱うのであれば、総合事業の訪問型サービスの利用分を事業

で請求することができ、福祉用具貸与が全額自己負担となる。 

担当：老健局振興課地域包括ケア推進係 

 

問 4 基本チェックリストによりサービス事業対象者として介護予防ケアマネジメントを

申請し、総合事業の訪問型サービスを利用していた者が、要支援認定申請を行い、介護

予防支援の暫定プランに基づいて総合事業の訪問型サービスと福祉用具貸与を利用して

いたところ、要介護1と判定された場合は、総合事業の訪問型サービスの利用分は全額

自己負担になるのか。 


